












はじめに 

現在、政府において社会福祉基礎構造改革が進められ、その一環として、サービス利用の

あり方について、利用者と提供者との直接契約によることを原則とする改革が進められよ

うとしている。これにともない、利用者が適切に利用するサービスを選択できるよう支援

するため、利用者の権利擁護、苦情解決、事業の透明性の確保と並び、サービスの質の向

上とその評価が必要とされている。利用者として声を発する力が弱く、そもそも契約の当

事者となる要件を欠いている児童に関するサービス利用のあり方を、直接契約とすること

が妥当かどうかについては議論のあるところであろう。しかし、各種の児童福祉サービス

の質の基準の作成及び評価の実施に関しては、サービス利用の方法がどのようであれ、大

方の賛同を得ることができるであろう。福祉の場におけるサービスの質の評価はこれから

始まるといってもよく、そのあり方全般にわたって十分な論議が求められる。 

本章においては、その手始めとして、児童福祉サービス、特に児童福祉施設入所サービス

に関し、そのサービスの質の評価及びその情報開示のあり方等についてその必要性、基本

的視座を提示するとともに、施策動向、各領域における先導的取組その他本研究において

実施した調査の結果も視野に入れつつ、今後考察を進めるべき論点の提示を行うこととし

たい。したがって、本考察は、今後の本格的検討のための予備的考察としての位置付けを

もつものであることをお断りしておきたい。 


